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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成21年11月19日(2009.11.19)

【公表番号】特表2008-539306(P2008-539306A)
【公表日】平成20年11月13日(2008.11.13)
【年通号数】公開・登録公報2008-045
【出願番号】特願2008-508934(P2008-508934)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｊ   3/22     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  23/10     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｊ   3/22    ＣＥＳ　
   Ｃ０８Ｌ  23/10    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成21年10月1日(2009.10.1)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品を作る方法であって：
　０．５から７０Ｊ／ｇの間の融解熱を有し、０℃より高く１００℃より低い融点を有す
る半非晶質重合体を、可塑剤、および任意選択として１つ以上の添加剤と組み合わせて重
合体濃縮物を製造し、この製造過程では、前記重合体濃縮物は、２９ｍｍの下端開口を有
するロートを通して、４９℃で７日間格納された後にＡＳＴＭ　Ｄ１８９５のＢ法を用い
た測定で３００秒またはそれ以下で注下することができる注下可能な自由流動粒子として
成形されており、この製造過程に続いて前記重合体濃縮物を１つ以上の重合体と組み合わ
せて物品前駆体を製造する、工程と；
　前記可塑剤の引火点は２００℃以上、流動点は－２０℃以下、１００℃における動粘度
は４ｃＳｔ以上３５０ｃＳｔ以下で、少なくとも部分的に前記物品前駆体から前記物品を
成形する工程と；
を含む方法。
【請求項２】
　前記重合体濃縮物は、前記重合体濃縮物の一部を２５℃において吸収媒表面上で２４時
間熟成させた後、前記吸収媒表面上で、視覚によって検出可能な前記可塑剤の損失がない
ことによって実証されるように、目に見える相分離を示さない、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記半非晶質重合体は、少なくとも５０重量％のプロピレンを含み、７５％以上のｍｍ
３連タクチシチー指数を有し、９０℃より低い融点を有し、可塑剤は－２５℃以下の流動
点を有する、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記重合体濃縮物は、０．１から９５ｗｔ％の前記半非晶質重合体を含む、請求項１に
記載の方法。
【請求項５】
　前記重合体濃縮物は、前記重合体濃縮物の全重量を基準として、１から５０重量％の半
結晶性重合体をさらに含む、請求項１に記載の方法。
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【請求項６】
　前記可塑剤は、Ｃ２０からＣ１５００のパラフィンを含むポリアルファオレフィンオリ
ゴマーを含む、請求項１の任意の１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記可塑剤は、１００℃において５ｃＳｔ以上３５０ｃＳｔ以下の動粘度を有する、請
求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記濃縮物と組み合わせ前記重合体は、ポリプロピレン、ポリエチレンおよびそれらの
混合物からなる前記群から選択される、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記物品を作るために使用される１または複数の重合体が、前記濃縮物を作るために使
用される前記半非晶質重合体と同じものではない、請求項１から８の任意の１項に記載の
方法。
【請求項１０】
　前記重合体濃縮物は、２９ｍｍの下端開口を有するロートを通して、ＡＳＴＭ　Ｄ１８
９５のＢ法を用いた測定で１００秒またはそれより小さい時間内に注下することができる
複数の注下可能な自由流動粒子にペレット化される、請求項１から９の任意の１項に記載
の方法。
【請求項１１】
　前記可塑剤は、１００℃において１０ｃＳｔ以上３５０ｃＳｔ以下の動粘度を有する、
請求項１から９の任意の１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記可塑剤は、２２０℃以上の引火点を有する、請求項１から９の任意の１項に記載の
方法。
【請求項１３】
　前記可塑剤は、０．８６以下の比重を有する、請求項１から９の任意の１項に記載の方
法。
【請求項１４】
　前記可塑剤は、－４０℃以下の流動点を有する、請求項１から９の任意の１項に記載の
方法。
【請求項１５】
　前記可塑剤は、２２０℃以上の引火点、３５ｃＳｔ以上３５０ｃＳｔ以下の１００℃に
おける動粘度、０．８６以下の比重および－３０℃以下の流動点を有する、請求項１に記
載の方法。
【請求項１６】
　前記半非晶質重合体を、１００℃以上の融点を有する半結晶性重合体、および任意選択
として１つ以上の添加物と組み合わせてキャリア組成物を製造し、次に、前記キャリア組
成物を前記可塑剤と組み合わせて前記重合体濃縮物を製造し、次に、前記濃縮物を複数の
自由流動粒子に成形し、次に、前記自由流動粒子を前記１つ以上の重合体と組み合わせて
前記物品前駆体を成形する、請求項１に記載の方法。
【請求項１７】
　前記半結晶性重合体は、インパクト共重合体である、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記濃縮物を複数の自由流動粒子に成形し、次に、前記複数の自由流動粒子を１つ以上
の重合体と組み合わせ、次に、前記組み合わせ物を不織布に成形する、請求項１に記載の
方法。
【請求項１９】
　前記半非晶質重合体は、９７から７５重量％のプロピレン、３から２５ｗｔ％のエチレ
ンを含み、５０Ｊ／ｇ以下の融解熱と８０％以上のｍｍ３連タクチシチー指数とを有し、
前記可塑剤は、１）２２０℃以上の引火点と、２）３５ｃＳｔ以上３５０ｃＳｔ以下の１
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００℃における動粘度または－３０℃以下の流動点とを有し、可塑剤が少なくとも１０ｗ
ｔ％存在する、請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記半非晶質重合体は６０％から８５％の組成分布幅指数を有するエチレン共重合体を
含む、請求項１、２、及び４から１８に記載の方法。
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